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第１次～第６次海外の原子力規制に関する調査団

第１次調査団 ２００６年１月
フィンランド（オルキルオト原子力発電所，ＳＴＵＫ（本部））
フランス（ＥＤＦ（本社），ＤＧＳＮＲ（本部）

第２次調査団 ２００６年８月
米国（Browns Ferry/Hatch原子力発電所，

ＮＲＣ（本部及び研修センター））
第３次調査団 ２００７年１月

スイス（HSK（原子力安全局、ライプシュタット原子力発電所）
スウェーデン（SKI（原子力発電検査局）、リングハルス原子力発電所）

第４次調査団 ２００７年８月
米国（NRC(原子力安全規制局、第３地方局）、

Davis-Besse原子力発電所(First Energy Nuclear Operation Co)
Quad Cities原子力発電所(Excelon)

第5次調査団 ２００8年9月
ドイツ（ＩＺＡＲ発電所，バイエルン州政府、ＴＵＥＶ本部、ＧＲＳ）
ベルギー（ＢＥＬ－Ｖ（原子力規制当局），Ｄｏｅｌ原子力発電所）

第６次調査団 ２００９年１２月
イギリス（HSK（原子力安全局、サイズウェル原子力発電所）
スペイン（ＣＳＮ（原子力安全規制局）、アスコ原子力発電所）



第７次 海外調査団 アメリカ運転中保全（OLM）

世界で最も進んでいるOLMの現場の調査
２０１０年１月１０日～１７日

South Texas Project NPS 1,2号機
１３１．２万kw PWR １９８８．８、１９８９．６運転開始
非常用D/G と 非常用冷却ポンプの運転中保全調査

River Bend NPS
１００．１万ｋｗ BWR Mark-3 １９８６．６運転開始
燃料の超音波洗浄によるSource Term低減と燃料検査



River Bend 原子力発電所所長の談話

Eric Olson発電所所長のOLMに関する発言
１．運転中保全を行うようになり、我々 の管理がOLMの点検に集中で

きるようになった。
－ 燃料交換期間には、燃料交換以外にも点検機器は多い。

－ 原子炉建屋も原子炉格納容器も開放しており、気を使う。
２．運転中保全では、例えば非常用D/Gの３系統の内、B系統をOLM

している時は、所長はじめ各部長は、この作業に全神経を集中し、
かつA系、C系がいざという時に運転が可能のように、事前に運転
を確認して、間違いが起こらないように管理している。

３．OLMを行う機器は２８週前から計画し、１２週間前から管理している。
４．OLMを同時に行うのは、最高２系統であり、１年中の作業が平準化

され、良い作業員を選ぶことが出来る。
STPではAOTが１４日で、７日でOLMを実施。D/G自動車を追加。







第６次調査団（イギリス、スペイン）
２００９年１２月

１．イギリス
（１）ＨＳＥ（Health Safety Executive;健康安全省・原子力局）

①イギリスの規制に細則はなく、「事業者は、自らルールを設けて活動すること」

を義務付け、安全運転をゴールとしている。

②検査員は５８名在籍し、皆専門家であり、チーム・ワークで検査をしている。

③検査は毎年、同じ所を見ないように、年度計画を策定して行っている。
④環境問題の解決には、原子力発電所が必須との政府の公式見解が発表され、

２０２５年までに２０プラントの運転開始を計画。現在は型式認定としてＥＰＲと
ＡＰ１０００の審査中(Detailed Design Assessment)で、２０１１年６月に認可予定

（２）サイズウェルＢ原子力発電所 （１２０万ｋｗのＰＷＲ，１９９５年に運開）

①非常用Ｄ／Ｇの運転中保全は、ＡＯＴの７日の６０％で行った。ＡＯＴ延長も視野に。

②ＨＳＥの認可後、１７０万ｋｗのＥＰＲを２基建設の予定である。

③建設サイトは、サイズウェルＢに隣接しており、広大な敷地が用意されている。



２．スペイン

（１）ＣＳＮ（Consejo de Segridad Nuclear; 原子力安全規制局）
①2000年にスイス、ドイツ、フィンランド、アメリカの規制制度を

調査し、アメリカのＲＯＰが体系的にも安全性にも優れており、
2006年に全面採用した。

②検査員をＮＲＣに常駐させ、またＮＲＣに来てもらい徹底的に
教育をした。全てをスペイン語にして発行し、運用している。

③唯一の問題は、事故の発表で以前からＩＡＥＡのＩＮＥＳを使って
いたが、それとＲＯＰの緑、白、黄、赤の基準が異なる点である。

（２）アスコ原子力発電所 （103万ｋｗのＰＷＲ，1984,1986年運開）
①ＲＯＰによる検査は、2007年から実運用されたが、透明性も高く

周辺の人々 にも判り易く、好評である。
②ＣＡＰ(Corrective Action Program)もアメリカと全く同じであり、

毎年１万件出ている。ＣＡＰも従業員はじめ皆に好評である。



原子力の安全規制の最適化に関する研究会
第１次訪欧調査団（ＪＳＭＥ）

２００６．１．８～１．１５

フィンランド 原子力規制オーソリテイ（ＳＴＵＫ）

Ｌａａｋｓｏｎｅｎ長官

オルキルオト原子力発電所

フランス 原子力規制総局（ＤＧＳＮＲ）

Ｌａｃｏｓｔｅ総局長

ＥＤＦ本社

団長 水町、 副団長 岡本東大教授、

団員 保安院 根井検査課長、

各電力、東芝、日立、三菱 北大 他団員 ２３人



フィンランド：オルキルオト発電所の運転状況
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この15年間、安全運転により90％以上 ２号
計画停止

１号
計画停止

近年になく長い
21日7時間50分
世界最短記録
7日4時間16分

2005年の計画停止実績



フィンランド：北欧の電力事情
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 暖房需要で冬期がピーク

 雪解け水による水力が豊富
で、電力料金が安い時期に
原子力は計画停止

 原子力の基数は少なく大容
量のため停止の影響大
⇒停止期間は短く

 １年の運転サイクルで超短期
計画停止により好成績

電力事情に合わせた
柔 軟 な 運 転

重要



フィンランド：安全且つ良好な運転実績を支えるもの

故障が
安全性・運転性に

影響有？

直接的影響？
保守は

経済的合理性
有？

Priority 1 Priority 2 Priority 3 Priority 4

有 無

有 有無 無

Priority 1

Priority 2

Priority 3

状態監視保全を主とした
予防保全

Priority 4 事後保全

RCMと状態監視保全
 2万2600品の予備品を保管

 状態監視で予知したら、即時
交換可能

 取替方式⇒短期計画停止
 Ex)主変圧器は５日で取替完了

予備品の充実

 違反行為は厳しく（警察を使ってで
もプラント停止を辞さない）
 プラント起動前に計画停止に応じ
て安全を確認し許可を出す

 検査の効率性は重視し、休日でも
夜でも検査に立ち会う
 停止工程に沿った検査計画

安全を大前提とした規制



Types of maintenance

• Repairs
• Preventive maintenance

– Periodical testing and inspections
– Condition monitoring and measurements

• Modifications / Modernisations
– Lifecycle control
– Functional improvements

!” Destructing maintenance”
If it works, do not touch it.

いじり壊しを避け、開放点検でなく状態監視保全を



フランス：状態監視保全による点検周期の変化例

3 years 6 yrs at the most

6 years 12 yrs at the most

9 years 12 yrs at the most
Type 2C: 2A check 
+ seal 1 standard 
replacement

Type 2B: 2A check + 
check on bearing and 
US inspection of shaft

Type 2A: check on 3 
shaft seals

Inspection

Predetermined 
maintenance

Condition-based 
maintenance

(according to health 
check-up criteria)

－ＲＣＰの例－



フランス：計画停止後の再起動承認

本部

地方局

EDF（本社）

EDF（発電所）
フォローシートによるコミュニケーション

発電所
のｱｸｼｮﾝ
・意見

工事

件名

地方局

の意見

本 部

の意見

計画停止フォローシート計画停止のタイプ
 ASR:～30日（燃料交換）

 VP ：～60日（燃料交換＋保守）

 VD ：～90日（10年毎の詳細点検）

計画停止中の監視
 左記フォローシートにより事業者と
規制、規制側の地方及び中央間の
コミュニケーションが図られる

 全工事に対してフォロー実施

 計画停止中は何回も改訂

 再起動には規制側の許可が必要

 フォローシートを元に安全の確認

⇒計画停止内容に応じて安全を確認



海外の調査国の運転状況について
フィンランド　ロビーサ１の運転パターン（１２ヶ月運転、夏定検）
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第２次調査団 ２００６年８月

– 米国（Browns Ferry/Hatch原子力発電所，

– ＮＲＣ（本部及び研修センター））



米国：原子力発電の運転状況
平均設備利用率
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米国：Browns Ferry発電所の是正措置システム
（CAP: Corrective Action Program)

問題の報告問題の報告

スクリーニングスクリーニング

分 析分 析

是正措置の実行是正措置の実行

監 視監 視

 誰でも、どのような問題でもE-Mailで報告

 約6,000件/年の報告 ⇒ NRCの検査官は全て目を通す

レベル４

レベル３

レベル２

レベル１

100:1

1000:1

5-10:1

1:1
重要事象： 法により、
Root Cause Analysis が要求
繰返し・経済的影響大の時には、
Root Cause Analysis を実施
軽微な事象
Apparent Cause Analysis を実施

報告の必要がない事象

毎日
分類

【分析方法】
 Why Staiｒcase
 Barrier Analysis
 E＆CF Charting
 Kepner-Tregoe Problem Analysis
 Common Cause



米国：NRC常駐検査官の１日

7:30 電力のモーニングミーティングの傍聴

8:15 地方局へ電話で過去24時間の状況報告

6:00

8:00

10:00

12:00

14:00

16:00

18:00

運転ログ、CAPレポート、リスクプロファイル等、
２台の端末で確認し、検査官２人でレビュー・意見交換

出勤

8:45～ ２人で本日の予定の調整
例）サーベランス試験の検査の場合、試験の手順書・

FSAR・Tech. Spec等にアクセスして内容をレビュー

午後は「問題の対応」
「プラント内巡回」「検査」等

常駐検査官は事業者の全ての

資料（除、人事・経営関連資料）
にアクセス可能

検査官の労働時間（／週）

シニア検査官：45～50時間
通常の検査官：40時間

特にCAPへのアクセスはプラン

ト内で発生している問題の把握

に有効⇒全てに目を通す



米国：ＮＲＣの基本的な規制に対する姿勢

ＮＲＣの基本姿勢を示す２つのキーワード

"What is the Risk Significant"

・ＮＲＣはが事業者から信頼を受け続けるには
⇒ＮＲＣ自身が適切にリスクを把握していることが必須
⇒ＮＲＣはリスクのより大きい事象に焦点

・可能なものは炉心損傷頻度（CDF）を活用
⇒原子炉の内包する放射能→ほとんど炉心に存在

"We trust licensees, but verify them"

ＮＲＣは事業者の自主性を重んじた規制を行っている
例）ＮＲＣの保守に対する規制＝メンテナンスルール

・ＮＲＣは系統・機器が安全であることを示すパラメータが
基準値以内であること（＝保守の結果）を要求

・保守方法については事業者の自主に任せている



第２次調査のまとめ

事

業

者

側

事

業

者

側

 電力事情に合わせた柔軟な運転

 ＲＣＭ（信頼性重視保全）による
科学的・合理的な保全方式・周期の選択

 ＣＢＭ（状態監視保全）の積極的な採用

運転中の安全性の確認 ⇒ より安全な運転

 電力事情に合わせた柔軟な運転

 ＲＣＭ（信頼性重視保全）による
科学的・合理的な保全方式・周期の選択

 ＣＢＭ（状態監視保全）の積極的な採用

運転中の安全性の確認 ⇒ より安全な運転

規

制

側

規

制

側

 計画停止内容に応じた安全確認の実施

 事業者の自主性を引き出す規制の姿勢

 規制当局の適切なリスクの把握 ⇔ 事業者の信頼

リスク情報（炉心損傷頻度）の活用

 計画停止内容に応じた安全確認の実施

 事業者の自主性を引き出す規制の姿勢

 規制当局の適切なリスクの把握 ⇔ 事業者の信頼

リスク情報（炉心損傷頻度）の活用



第３次調査団 ２００７年１月

スイス（HSK（原子力安全局、
ライプシュタット原子力発電所）

スウェーデン（SKI（原子力発電検査局）、
リングハルス原子力発電所）



スイス

スイス
５基の原子力発電所で電源の４０％、他は水力で６０％
CO2の環境問題から火力は作らず原子力、水力に限定。

HSK（原子力安全局）
ＨＳＫは統合的監視（Integrated Oversight)を独自に開発し、
技術と組織と人的要因の３分野から安全性の検査。

ライプシュタット原子力発電所
航空会社に学び独立の安全組織（Safety Controller)を設置。
PR館は最高
隣のベツナウ原子力発電所では、近隣の家庭に熱供給をしている。



スウェーデン

スウェーデン
１．１０基の原発で電源の４７％、水力で４７％、脱石油政策
２．SKI（原子力発電検査局）は、電力が安全に関する検査

評価を自己責任で履行している状況を監督する。
３．その為の対話を重視する。

リングハルス原子力発電所
３つのレベルで品質管理：
①安全規制の要求
②組織、責任、機能、業務のプロセス
③収益性、効率

•



第４次調査団 ２００７年８月

米国（NRC(原子力安全規制局、第３地方局）、

Davis-Besse原子力発電所

(First Energy Nuclear Operation Co)
Quad Cities原子力発電所(Excelon)



団の構成

（１）総勢 ２４名
（２）団長 水町 JNES

副団長 岡本 東大教授、奈良林 北大教授
原子力安全・保安院 検査課 田口班長
各電力 部長、課長、副長
メーカー 部長、課長、主任

世界でも極く稀な、産官学の調査団として各所から歓迎
された。



アメリカ ROP の特徴

・Performance Indicator の採用 （性能指標）

成績の良いプラントは基本検査のみとし,

悪いプラントは検査を増やす。

アメとムチによる、やる気をおこす規制

・Maintenance Ruleの採用 （保守規制）

維持基準など保守規則の明確化



アメリカNRC(原子力安全規制局）の規制

（１） SALPからROPへの変更

SALP (Systematic Assessment of 
Licensee Performance) の弊害

● 膨大な量の書類によるＱＡ審査

● 罰則の乱発（サインが抜けても罰金）

● 規制、許認可の非効率

● ＮＲＣと電力のいがみ合い

SALP: TMI以降1981年から1993年まで運用

（２） ２０００年に正式に民間団体NEI提案のROP
（Reactor Oversight Process)を受け入れ



Davis-Besse原子力発電所の安全文化
原子炉容器上蓋にパイナップル大の欠陥



独立した安全文化の向上委員会を設置

① 徹底した意識改革

組織の見直しでなく人事の刷新

２０人のマネージャーの内１８人を交代、２人残る。

② 過去の反省を漫画にし、陶板を作り皆に展示



過去の扉を開けると骸骨（秘密）がゾロゾロ出て来た



Davis-Besse原子力発電所の安全文化の改革

①所長が ７００人の従業員の父となり、次長が母となり、何でも相談。
②１年間に１万件の改善提案書。所長もNRC常駐検査官も朝６時に

出社して、１日平均３０件を見て、指示をするのが最初の仕事。
③原子力の安全に関る改善提案は年に１０件程度で、これらは根本

原因解析を行う。
④上長の悪口などは、人事の問題で全く別に解決を図る。
⑤日本に学び、３ケ月に１度バーベキュー大会で、管理職が従業員に

サービスをして、良い雰囲気を作っている。

２４ケ月運転と１ケ月の燃料交換で２００６年設備利用率９９％を達成



Quad Cities原子力発電所の２４ケ月運転の申請

① ２４ケ月運転サイクル採用のため、２５人特別テイームを作り検討。
Excelon本社から２人、サイトから１３人、ベンダー１０人

② 逃し安全弁、ドリフトなど２４ケ月運転の検討。

逃し安全弁： ５年毎の設定圧力試験の実施
ドリフト： 過去のCalibrationデータを最低３０件収集し評価

③ 原子炉格納容器の漏洩率試験は１０年ごとに行う。
④ ２０００年３月にNRCに申請、２００１年５月に認可。



第４次調査の結論

（１）アメリカNRCは１５年前の北風から太陽政策に変身
SALP; 違反があれば、すぐに罰金を徴収
ROP; 原子力発電所で良い運転成績のプラントは、

Basic Line 検査のみ。
電力をまず信頼して、情報交換を促進する。

（２）アメリカの電力会社は、NRCを信頼し、人事、経営情報
以外の発電所に関する全ての情報をNRCに提供。

（３）規制者も電力も、古い日本文化を学び、協力すべきは協力し、
罰すべきを罰する。

（４）アメリカの電力は経営上、原子力の安全運転が第一を
基本として、科学的な合理性を追求している。



第5次調査団 ２００8年9月

– ドイツ（ＩＺＡＲ発電所，バイエルン州政府、

ＴＵＥＶ本部、ＧＲＳ）

– ベルギー（ＢＥＬ－Ｖ（原子力規制当局），

Ｄｏｅｌ原子力発電所）
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ドイツの総電力発電量の構成と推移



２００８．９ ドイツのバイエルン州政府とＩＳＡＲ原発

・ＩＳＡＲ原発が8回発電量世界一 １４７万ｋｗ 稼働率９７％

・ドイツ 設備容量 ２１７０万ｋｗ 発電量 全電力の２２．３％（2009年末）

発電原価 １０円/ｋｗｈ （発電 5円、最終貯蔵等 5円）

・世界一の風力発電
1万３千の風力発電 設備容量 １８４０万ｋｗ

全電力の２００９年末は６．３％ 太陽光発電 ０．２％
発電原価 ６５円/ｋｗｈ（４９ユーロ・セント）

電力会社に買い取り義務

電力料金４5円/ｋｗｈ（３０セント）と世界一高く、主要産業界は海外移転

環境を守る積りが、産業の空洞化と鳥殺し、教会の反発



海外の検査制度の結論
１．規制当局と電力が安全運転につき、緊張感を持った協調体制を確立

規制当局：国民の健康を守ることが責務。そのため電力の安全運転を監視。

電力；電力の安定供給及び利益確保が社会的責務。安全運転なしでは不可能。

２．検査に関し、専門家や専門機関の一層の活用

検査制度と共に、最後は検査員の質、能力が重要 定期的な教育が重要

３．本質をついた保安活動 形式的なQMS 本質をわきまえたQMS

４．ＯＬＭ（運転中保全）とＣＢＭ（状態監視保全）の徹底

燃料交換時の保全 ２０％、運転中の保全 ８０％ 日本は逆。

５．事業者の検査の適切性を規制者が観察し独自に確認する姿勢

６．より一層の観察重視型の検査やフリーアクセスの活用

７．規制検査の柔軟な対応

８．検査制度も技術の進歩により変わるべき。毎年国民の意見を聴く。（ＮＲＣ）


